












































































































































加藤・神林 (2016) 図 7
初期時点で勤続五年以上の大卒十年残存率の推移（拡大図)
呼ばれるものが，私たちの労働市場には色濃く残っている。これがおそらく 1
つの原因だろうと類推しているのが 3 点目です。きょうは 1 点目と 2 点目に
関してのデータを，紹介したいと思います。














さらに，いちばん左側に 1982 年から 92 年と書いてあります。表頭に初期
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時点で 25 歳から 29 歳，さらに大卒と書いています。薄いのが男性，濃いの
が女性です。つまり 1982 年の時点で，大卒の 25 歳から 29 歳だった男性，そ
の勤続 5 年以上だった男性がさらに 10 年後同じ企業に勤め続ける確率はここ
だというのが，この表の見方です。7 割弱という数字が出てきて，この幅はい
わゆる信頼区間と呼ばれるものなので，大体このぐらいと見てください。大卒
者で，25 歳から 29 歳の時点で勤続 5 年ということなので，生え抜きではな
い人たちも少し入っていますけれども，第 2 新卒者くらいまでしか入ってい
ない，そういう人たちの集団です。
そういう集団が，82 年から 92 年の間にずっと同じ企業に勤める確率は大体
7 割くらいではないかと読みます。7・5・3 と呼ばれる数字を皆さん聞いたこ




象にして再計算をどんどんしていきます。次のポイントは 87 年の段階で 25
歳から 29 歳だった人たちが，10 年間で生き残る確率は 7 割くらいでしたと
読めます。ですから，次の次の世代と最初の世代を比べると，15 年若くなっ
ていて，それぞれの世代の 20 代後半からの 10 年残存率を比較していると考
えてください。








ん重要なのは，2007 年までのデータを使った図と 2012 年まで延ばした図はほ
とんど変わらないということです。
この点がもっと如実に表れるのがもう 1 つ年上の世代です。初期時点で 30

















加藤・神林 (2016) 図 7
初期時点で勤続五年以上の大卒十年残存率の推移（拡大図)
歳で勤続 5 年ということなので，25 歳くらいに会社に入ったというのがいち
ばんぎりぎりのタイミングです。もちろん新卒で入ってずっとそこにいるとい
う人たちも含まれます。そういう人たちが 40 歳から 44 歳になるまで，その
会社にずっと勤め続ける確率が 8 割に近いということがわかります。この数
字は，実はほとんど変わっていません。バブルがはじけようとリーマンショッ




もう少し上の世代，35 歳から 39 歳についてもまったく同様です。特に男性
に関しては，8 割ぐらいの残存率がずっと続いているということになります。
ですから，20 年残存率は計算していませんけれども 8 割× 8 割で大体 64％ぐ



























































































































1982 年から 2007 年にかけて 18 歳から 54 歳の現役世代をピックアップして














定義は大きく 3 つに分かれます。1 つは，労働時間が短い人たち。もう 1
つは，有期契約を結んでいる人たち。3 つ目が，正社員と言われていない人た

















ていることもまた事実だということです。1982 年の段階で 1 ＋ 3 で 4 ポイン





















































































































































































































































































































































































を，22 歳から 29 歳だけに限って書き直したのが図表 8 です。これを見ると
一目瞭然なのですが，1997 年時点では，22 歳から 29 歳の人たちの正社員の

























向というのは，あながち間違いではありません。これを 30 歳から 39 歳と比
べると一目瞭然です。
30 歳から 39 歳では，正社員の比率はほとんど変わっていない。1980 年代





1982 年に 22 歳から 29 歳だった人々の正社員比率は 58％でした。この世代








































































































加藤・神林 (2016) 図 4 パネルＢ
(22-29 歳女性)












































































































Enrolment rate of University at age 18



































































































































































































ろ書いてあるのですけれども，ポイントとしては 2 点あります。1 点目は「就
業時間外は本来自由であることからして，就業規則で兼業を全面的に禁止する
ことは特別な場合を除き合理性を欠く」というように言っているのです。
ですから，雇用契約の守備範囲というのはあくまでも就業規則，就業時間の
中だということを言っています。ところがそう言っておきながら，「しかしな
がら」ということでずらずらと書いてきて，「労務提供上の支障や，企業秩序
への影響を考慮した上での，会社の承諾にかからしめる旨の規定を就業規則に
定めることは不当とは言い難い」というように書いています。
つまり，原則としては労働時間，就業時間の外に行ってしまったら，労働契
約は有効ではない，力を持たないはずです。それは当然と言えば当然なのです
が，しかしちょっと待てよと。そういう自由を許すと，明日ちゃんと仕事がで
きなくなるかもしれない。明日ちゃんと仕事をするかしないかは労働契約の関
心事なので，夜遊んではいけませんと言うのも，間接的に合法ですよという話
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Ex.) 公正取引委員会競争政策研究センター「人材と競争政策に関する検討
　　会報告書」（用語は少し変更しています）
・例えば、その目的に必要な範囲を超えた専属義務により、他の使用者が
商品・サービス市場において商品・サービスを供給する上で必要な労働
者を確保できなくなる、あるいはコストが引上げられることなどのおそ
れを生じさせる場合には、自由競争減殺の観点から独占禁止法上問題と
なり得る。そのとき、専属義務により労働者を確保できない他の使用者
の範囲が広いほど、専属義務の内容や期間がその目的と照らして過大で
あるほど、また、複数の使用者において同時に行われているほど独占禁
止法上の問題を生じやすい。
・自由競争減殺又は競争の実質的制限が生じるのは商品・サービス市場で
あり、それにより悪影響を受けるのは商品・サービス市場における商品
・サービスの需要者・消費者であることから、労働者に制限・義務に対
する十分な代償措置（対価等の支払）が行われているか否かは考慮され
ないと考えられる。
図表 18
をしているのです。
そこで問題になっているのは，この「企業秩序」であるとか「労務提供上の
支障」と呼ばれるものです。結局，その人が就業時間以外に何をするか，何を
していいかを判断する基準は，あくまでも会社にどういう影響を及ぼすかとい
うことだけでいいと言っているのです。それはある意味当然かもしれないので
すけれども。
ただここで欠けているのが，兼業を禁止することによってマーケットで何が
起こるのかという視点です。その人が他に行って商売をする，あるいはサービ
スをすることができなくなります。例えば，私たちの世界などは典型的なので
すけれども，自分がいま話しているのはある意味兼業の部類に入ります。大学
がもしシビアに教員の兼業というのを考えるのであれば，こういう講演会等々
に出るのはすべて大学を通せとなります。大学がその講演料の 30% をかっさ
らって行って「だったら，いいよ」というようなルールを作ることもあるでし
ょう。これは兼業禁止規定の 1 つの派生形です。
そういうルールがいったん作られると何が起こるのかというと，例えば私が
大学に不利なことを言うようなことがあったときに，大学当局は，「お前は兼
業してはだめだ。一切外で話すな」というようなことができてしまうわけです。
ところが，それは明らかに経済学の市場を歪める。自分が経済学の市場に貢献
できているかどうかはよくわからないのですけれども，ともかく自分が話せな
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いことによって，マーケットが歪むというようなことが起こるわけです。
スーパースターを考えてください。経済学の世界にも，スーパースターがい
ます。そのスーパースターの人に，兼業禁止規定を当てはめて，もう一切外で
話してはいけないというようになると，経済学のマーケットがかなり歪んでし
まいます。スーパースターが出てきてくれないので。いわゆる競争法と呼ばれ
るものが関心を持つところで，「経済学の世界の競争を妨げるようなことがあ
ったら，それは違法です」というのが競争法の考え方です。
そのときの基準は，私の兼業を禁止することがあくまでも経済学の世界の競
争をゆがめるかであって，それが一橋大学の中でどういう秩序と関連するかは
関係ないのです。マーケットが重要というのが，競争法の考え方です。会社が
重要だというのが，労使自治の考え方です。この 2 つというのが現在交錯し
つつあるわけなのですけれども，実は公正取引委員会も労働基準法も，そこの
グレーゾーンをはっきりとは示していません。
将来的にはそこで紛争が起こったときに，どちらの原理・原則でこの紛争を
まかなっていくのか。やはりマーケットが重要なのだという規制の仕方をする
のか，それとも企業で，二者間で話し合うというのを優先するべきだという規
制の仕方をするのか。この 2 つは，いまちょうど交錯しつつあるというよう
にお考えください。それがけっこう重要なポイントになるのではないかと考え
ています。
時間が来てしまったので，最後のところはご質問があればと思います。
まとめますと，最初に紹介しました通り，私が本の中で示しました「正規の
世界・非正規の世界」という解釈は，おそらく最近までも有効であろうと思い
ます。そして，労使自治の原則と呼ばれるものは根強く残っている一方で，そ
の労使自治の原則一本槍でいけるのかに関して，危惧が出てきているのではな
いかというのが，最後に私自身から提示をしたい論点だとお考えください。以
上です。
（かんばやし・りょう 一橋大学経済研究所教授)
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